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仙南・仙塩広域水道事業

水需要（㎥/日） 水道用水供給料金（供給単価）

30,000
35,000
40,000
45,000
50,000
55,000
60,000
65,000
70,000
75,000

120
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140
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160
170
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190
200
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220

大崎広域水道事業

水需要（㎥/日） 水道用水供給料金（供給単価）

本格的な管路更新円/㎥ 円/㎥

㎥/日 ㎥/日

本格的な管路更新

宮城県上工下水一体官民連携運営事業（みやぎ型管理運営方式）概要

➢ 水道用水供給事業（25市町村）

浄水場 市町村受水タンク

市町村水道事業

浄水場 企業

公共下水道事業

（市町村）

放流

下水処理場

➢ 工業用水道事業（72事業所）

➢ 流域下水道事業（26市町村※）

水源

水源

家庭

(※)みやぎ型管理運営方式の対象は21市町村

川
や
海
等
の

公
共
用
水
域

（令和6年3月1日現在）

家庭

事業範囲

全国的に水道事業を取り巻く経営環境は厳しさを増している。今後の水需要の減少を踏まえた施設の統廃合や
管路のダウンサイジング等により効率化を図るだけでは、将来の料金上昇は避けられない。

人口減少

節水型社会

設備・管路の更新

・・・利用者の減少により料金収入が減少

・・・家庭や産業において節水型機器が普及し、水需要が減少

・・・事業開始から40年を経過し、今後大規模な更新が不可欠

水道用水供給事業の水需要と料金の見通し（令和元年度試算・ダウンサイジング考慮済み）

導入の背景

○ 契約期間: 最⾧４～５年間 ２０年間
・ 従業員の雇用の安定
・ 人材育成、技術革新が可能

○ 契約単位: 事業ごと個別契約 ９事業を一体で契約
（設備の改築・修繕を含む）

・ スケールメリットの発現効果が拡大

○ 発注方式: 仕様発注 性能発注
・ 運営権者が創意工夫

みやぎ型

業務内容
役割分担

備考
これまで みやぎ型

事業全体の総合的管理・モニタリング 県 県 変わらず

浄水場等の運転管理 民間 民間 既に30年以上民間が実施

薬品・資材の調達 県 民間 民間に移動

設備の修繕・更新工事 県 民間 民間に移動

水道法に基づく水質検査 県 県 変わらず

管路の維持管理／管路・建物の更新工事 県 県 変わらず

これまでとの違い

3,314
3,067 2,977

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

3,200

3,400

現行体制モデル コンセッションモデル 提案を踏まえた
予定事業費

期待削減額

約247億円

(▲7.4 %)

（県が応募者に求めた最低条件）

公募条件
▲１９７億円

提案
▲２８７億円

（億円）

県：1,464

運営権者：
1,850

県：1,414

運営権者：
1,653

県：1,414

運営権者：
1,563

削減結果

約337億円

(▲10.2 %)

事業費の削減結果
９事業２０年間の総事業費

運営権者
SPC（特別目的会社）「株式会社みずむすびマネジメントみやぎ」 OM会社※「株式会社みずむすびサービスみやぎ」

• ＳＰＣと同じ出資者により県内に設立された、浄水場や下水処理場の
維持管理を担当する新たな地域水事業会社。

• 地域人材を直接雇用し、長期的視点で水処理のプロを育成。

メタウォーター(株)【代表企業】、メタウォーターサービス(株)

ヴェオリア・ジェネッツ(株)、オリックス(株)、(株)日立製作所、(株)日水コン

(株)橋本店、(株)復建技術コンサルタント、産電工業(株)、東急建設(株)

出資者

計10社

※ OM会社：維持管理会社（オペレーション＆メンテナンス）

これまで

資料5



○ 平成３１（令和元年）～２年度（２０１９，２０２０）
 外部有識者からなるＰＦＩ検討委員会により事業制度を検討

⇒ＰＦＩ法に基づく実施方針を条例制定（R1.12.24）

 特定事業を選定し（R2.3.11）、約１年をかけて運営事業者を公募（R2.3.13～）

【ＰＦＩ検討委員会の審査・評価を経て運営事業者を選定】（R3.3.17）

優先交渉権者「メタウォーターグループ」

○ 令和３年度（２０２１）
 県議会６月定例会において運営権の設定に係る議案を提案・可決（R3.7.5）

 厚生労働大臣より水道施設の運営権設定に係る水道法の許可を取得（R3.11.19）

【特別目的会社（ＳＰＣ）に運営権を設定・実施契約を締結】（R3.12.6）

運営権者「株式会社みずむすびマネジメントみやぎ」

○ 令和４年度（２０２２）
 ４月１日より「みやぎ型管理運営方式」による事業開始

○ 平成２６～２７年度（２０１４，２０１５）
 「宮城県企業局新水道ビジョン」等、水道事業経営に関する各種計画を立案する中，

将来の厳しい経営環境に対する危機感を企業局内部で共有

 今後の最適な管理・運営の方法について検討を開始

【方向性の決定】公共性を担保しつつ民の力を最大限活用

⾧期･包括･官民協働運営

○ 平成２８～２９年度（２０１６，２０１７）
 「宮城県上水･工水･下水一体型管理運営検討懇話会」を開催（計３回・非公開）

 「宮城県上工下水一体官民連携運営検討会」を開催（計４回）

 導入可能性を検討する調査業務を実施

【事業スキームの決定】「事業概要書」を策定・公表（H30.3）

○ 平成３０年度（２０１８）
 シンポジウム及び民間事業者向け現地見学会の開催（各計３回）

 県ＰＰＰ・ＰＦＩ導入調整会議（H30.7）

⇒ 水道法改正を条件に「PPP/PFI手法による実施が適当」との結論

改正水道法の成立（H30.12.6）

【政策・財政会議】みやぎ型の導入を県として機関決定（H30.12.17）

導入経緯 三段階のモニタリング体制
• 運営権者は要求水準を充足する具体的な運営方法を自らの責任で設定し、事業

の運営状況を自ら監視（セルフモニタリング）する。

• 県は運営権者の要求水準の遵守状況をモニタリングする。

• 経営審査委員会は運営権者と県のモニタリング結果を確認して、結果を運営権
者にフィードバックし，必要に応じて運営方法の見直しを求める。

• 運営権者からの報告（書面・会議）を受け、経営状況及び要求水準の
達成状況について確認・監視を行う。

• 県が必要と判断した場合は、現地確認や抜き打ち検査を実施

監視

① 運営権者による
セルフモニタリング

運営状況を自ら監視

【運営権者】
要求水準を充足する事業

運営

運営権者
による

不断の見直し

③ 経営審査委員会によるモニタリング

県及び経営審査委員会
のモニタリング結果は、

運営権者にフィードバック

監視

② 県によるモニタリング

【要求水準】
運営権者に要求する

業務水準

経営審査委員会

 中立的な立場で客観的な評価・分析を行い、県および運営権者に意見を述べる

 県および運営権者は、委員会の意見を最大限尊重して事業運営に当たる

設置根拠:公営企業の設置等に関する条例（県の附属機関）

諮問内容:① 運営権者によるモニタリング結果及び県によるモニタリング結果

② 予測困難な環境変化に起因する運営権者収受額の定期改定、臨時改定の内容

③ 利用料金の改定内容

④ 改築計画書の内容

⑤ 運営権者が更新した設備の事業期間終了時の残存価値の算定内容

⑥ 県及び運営権者の間の紛争内容 等

構 成 等 :委員は10名以内（上下水道、経済経営、会計法務、市町村等から）

委員の委嘱期間は3年間

特別の事項を審議するため必要な場合は臨時委員を置くことが可能

開催頻度は年2回（必要に応じて臨時開催）

委員⾧:田邉信之（前宮城大学教授:経済・経営） 副委員⾧:佐野大輔（東北大学教授:上下水道工学）

委員:大学教授（経済・PFI、環境）、日本水道協会、日本下水道事業団、弁護士、公認会計士、仙台市、大崎市



水道事業等におけるコンセッション方式の概要

10

・ コンセッション方式は、PFI法に基づき、利用料金の徴収を行う公共施設について、施設の所有権を
公的主体が有したまま、施設の運営権を民間事業者に設定する方式。

・ 水道事業等においても、平成23年のPFI法改正時よりコンセッション方式の導入が可能となり、経営
主体を水道事業等の運営等を行おうとする公共施設等運営権者とし、公共施設等運営権者が水道法に
基づく水道事業経営の認可を取得した上で、実施することとされた（民間事業型）。

・ さらに、平成30年12月に成立した水道法改正法（令和元年10月施行）により、水道事業等の確実か
つ安定的な運営のため公の関与を強化し、厚生労働大臣の許可を受けて、地方公共団体が水道事業者
等としての位置づけを維持し最終的な給水責任を地方公共団体に残した上で、水道施設に関する公共
施設等運営権を民間事業者に設定できる、新たなコンセッション方式の導入が可能となった（地方公
共団体事業型）。

民間事業型の概念図
（平成23年PFI法改正）

地方公共団体事業型の概念図
（平成30年水道法改正）



水道施設運営権者の業務範囲について

11

水道事業の全体方針の決定・全体管理

•経営方針の決定
•議会への対応、条例の制定
•認可の申請・届出
•供給規程の策定

•給水契約の締結
•国庫補助等の申請
•水利使用許可の申請
•指定給水装置工事事業者の指定 等

施設の整備※1

•水道施設の更新
•水道施設の大規模修繕
•水道施設の増築 等

営業・サービス

•料金の設定・収受※2

•料金の徴収
•水道の開栓・閉栓
•利用者の窓口対応 等

施設の管理

•水道施設の運転管理
•水道施設の維持・修繕、点検
•給水装置の管理
•水質検査 等

危機管理

•災害・事故等への対策
•応急給水
•応急復旧
•被災水道事業者への応援 等

水道事業

水道施設運営権者 実施可能範囲

※1：運営権を設定した水道施設の全面更新（全面除却し再整備）は除く ※2：条例で定められた範囲での利用料金の設定・収受に限る

具体的な業務範囲は、個々の実施契約によって個別具体的に定められることとなる。



民間事業者への水道施設運営権の設定に関する手続の流れ

12

• 水道施設運営権の設定を行おうとする地方自治体は、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法
律（PFI法）に基づく手続を行うとともに、改正水道法に基づき、厚生労働大臣の許可を受ける必要がある。

• 事業開始後、地方自治体は、PFI法に基づき、水道施設運営権者に対しモニタリングを行うとともに、改正水道法に
基づき、厚生労働省は、地方自治体と水道施設運営権者に対し、直接、報告徴収、立入検査等を行う。
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民間事業者の自由な発想・
提案を取り入れるためにも、
守秘義務契約を締結した上
で、十分な官民対話を実施。
(注)法令上には規定なし
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